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杜の都仙台において、2015 年 3 月 14 日から 18 日にかけて、第 3 回国連防災世界会議が開催さ
れます。仙台に立地する研究機関として、東北大学および IRIDeS も重要な役割を担っていま
す。本報告書「HFA IRIDeS Review Report　2011年東日本大震災から見えてきたこと」は、昨年








1.  はじめに      
2.  21 世紀に発生した世界における自然災害   
3.  日本における自然災害の歴史   
4.  2011 年東日本大震災による被害   
5.  2011 年東日本大震災による被災沿岸地域の様々な復興計画    
6.  HFA を通じて 2011 年東日本大震災から見えてきたこと
HFA Priority for Action 1      
災害リスクの軽減は、実施へ向けた強力な組織的基盤を備えた国家・地域における優先事項であることを保証する
1    災害リスク軽減のための国家政策と法的枠組み
2    原子力災害時における災害時要援護者等（傷病者、入院患者、高齢者、障害者、外国人、
       乳幼児その他の災害時に援護を必要とする者）の避難
3    防災のための専用かつ十分な資源
4   大学教員によるコミュニティ及び自治体への復興計画策定支援活動
5    コミュニティへの参加
6    災害リスク軽減のための国の多部門からなる連携体（マルチセクタープラットフォーム）
HFA Priority for Action 2   
災害リスクの特定、評価、監視と早期警戒を強化する
7   リスク評価と即時モニタリングによる早期警報システムの向上：
　　2011 年東北地方太平洋沖地震と巨大津波からの教訓






















HFA Priority for Action 4      
潜在的なリスク要素を軽減する
19  三陸沿岸部における 1933 年昭和三陸大津波後の復興戦略
20  土木・建築・都市計画の統合的視点
21  災害時要援護者に対する対策
22  事業継続計画 (BCP) 及び事業継続マネジメント (BCM) の改善
23  サプライチェーンの途絶とサプライチェーン・マネジメント
24  1995 年兵庫県南部地震以降の建物耐震化の促進
25  東日本大震災における復興公営住宅整備の課題とその対応
26  東日本大震災被災地におけるリスク軽減のための復興
27  2011 年巨大津波による海岸堤防の破壊と復興
28  東日本大震災後の包括的な津波復興







34  最初に到着し、十分な期間支援を行う DMAT 
35  復旧及び復興の法的枠組み
36  医療支援からみた広域大規模災害時の効果的備え








理由として、都市リスクを定義づける 3 つの要素、すなわち hazard（ハザード）、vulnerability（脆
弱性）、exposed value（露出度）が非常に高いことが挙げられる。その結果として、わが国は自
然災害に対して長いこと奮闘してきた。
　こうした背景の中、1994 年 5 月に第 1 回国連防災世界会議が横浜の地で開催された。この
会議は、1990 年代の「国際防災の 10 年（IDNDR: the International Decade for Natural Disaster 
Reduction）」事業の中間評価のために企画されたものであった。しかしながら、会議の翌年の
1995 年 1 月にわが国における戦後最大の都市災害が発生した。阪神・淡路大震災（1995 年兵庫
県南部地震）である。
　阪神・淡路地域における復興事業もほぼ終わろうとしていた 2005 年 1 月、被災地神戸にて
第 2 回国連防災世界会議が開かれた。この会議では、その後 10 年にわたり世界中の各国、各地
域で進めていくべき災害リスク軽減のための取り組みである「兵庫行動枠組み 2005 − 2015 (HFA: 
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21 世紀に発生した世界における自然災害2
No. 年月 災害種別 国  死者 ( 人 ) 被害者 ( 人 ) 被害推定総額 (100 万ドル ) No.   年月 災害種別   国  死者 ( 人 ) 被害者 ( 人 )
被害推定総額 
(100 万ドル ) No. 年月 災害種別 国 死者 ( 人 ) 被害者 ( 人 )
被害推定総額 
(100 万ドル ) No. 年月 災害種別 国 死者 ( 人 ) 被害者 ( 人 )
被害推定総額 
(100 万ドル )
1 2010 年 1 月 地震 ハイチ 222,570 3,700,000 8,000 14 2003 年 8 月 熱波 スペイン 15,090 880 27 2010 年 5-8 月 洪水 中国 1,691 134,000,000 18,000 39 2004 年 5-6 月 洪水 ドミニカ共和国 688 10,002
2 2004 年 12 月 地震 インドネシア 165,708 532,898 4,452 15 2003 年 8 月 熱波 ドイツ 9,355 1,650 28 2005 年 10 月 洪水 グアテマラ 1,513 475,314 988 40 2004 年 2 月 地震 モロッコ 628 13,465 400
3 2008 年 5 月 サイクロン ミャンマー 138,366 2,420,000 4,000 16 2004 年 12 月 地震 タイ 8,345 67,007 1,000 29 2006 年 7 月 熱波 フランス 1,388 41 2011 年 10 月 地震 トルコ 604 32,938 1,500 
4 2008 年 5 月 地震 中国 87,476 45,976,596 85,000 17 2013 年 11 月 台風 フィリピン 7,986 16,106,807 10,000 30 2003 年 8 月 熱波 ベルギー 1,175 42 2007 年 8 月 地震 ペルー 593 658,331 600
5 2005 年 10 月 地震 パキスタン 73,338 5,128,309 5,200 18 2013 年 6 月 洪水 インド 6,054 504,473 1,100 31 2003 年 7 月 熱波 スイス 1,039 280 43 2010 年 2 月 地震 チリ 562 2,671,556 30,000 
6 2010 年 6-8 月 熱波 ロシア 55,736  400 19 2006 年 5 月 地震 インドネシア 5,778 3,177,923 3,100 32 2006 年 7 月 熱波 オランダ 1,000  44 2013 年 4-6 月 熱波 インド 557
7 2004 年 12 月 地震 スリランカ 35,399 1,019,306 1,317 20 2010 年 4 月 地震 中国 2,968 112,000 500 33 2001 年 11 月 洪水 アルジェリア 921 45,423 300 45 2002 年 2 月 干ばつ マラウイ 500 2,829,435
8 2003 年 12 月 地震 イラン 26,796 267,628 500 21 2004 年 9 月  ハリケーン ハイチ 2,754 315,594 50 34 2011 年 1 月 洪水 ブラジル 900 45,000 1,000 46 2007 年 7 月 熱波 ハンガリー 500
9 2003 年 7-8 月 熱波 イタリア 20,089 4,400 22 2003 年 8 月 熱波 ポルトガル 2,696 35 2001 年 1 月 地震 エルサルバドル 844 1,334,529 1,500 47 2006 年 8 月 洪水 エチオピア 498 10,096 3
10 2001 年 1 月 地震 インド 20,005 6,321,812 2,623 23 2004 年 5-6 月 洪水 ハイチ 2,665 31,283  36 2006 年 1-2 月 寒波 ウクライナ 801 59,600 48 2010 年 4 月-2011 年 3 月 洪水 コロンビア 418 2,791,999 1,000
11 2011 年 3 月 地震 日本 19,846 368,820 210,000 24 2003 年 5 月 地震 アルジェリア 2,266 210,261 5,000 37 2003 年 7 月 熱波 クロアチア 788 49 2013 年 9 月 地震 パキスタン 399 185,749 100
12 2003 年 8 月 熱波 フランス 19,490 4,400 25 2012 年 12 月 台風 フィリピン 1,901 6,246,664 1,693 38 2013 年 7 月 熱波 イギリス 760 50 2006 年 8-9 月 洪水 エチオピア 364 8,000 





























本地図とデータは、2001 年から 2014 年 4 月までに世界中で発生した災害を
死者・行方不明者数の大きい順に並べたものである。災害を 5 つに分類している。
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出典： EM-DAT: The OFDA/CRED International Disaster Database, Centre for  Research on the Epidemiology of Disasters  (CRED)
( 出典：アメリカ海洋大気庁 )
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1946 南海地震 (M8.0) : 1,443
→ 1947 • 災害救助法
1948 福井地震 (M7.1) : 3,769
→ 1950 • 建築基準法
1973 桜島噴火 : —
→ 1973 • 活動火山周辺領域における避難施設等の
             整備等に関する法律
1999 広島豪雨
→ 2000 • 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止
             対策の推進に関する法律
2000 東海豪雨 : 10  
→ 2003 • 特定都市河川浸水被害対策法










台風第 23, 24, 25 号 : 1811965
台風第 24,26 号 : 3171966
7, 8 月豪雨 : 2561967
台風第 17 号及び９月豪雨 : 1711976
雪害 : 1011977
1977 有珠山噴火 : 3
1979
北丹後地震 (M7.5) : 2,9251927
雪害 : 1521980
日本海中部地震 (M7.7) : 1041983
梅雨前線豪雨（山陰以東） : 1171983
雪害 : 1311983
長野県西部地震 (M6.8) : 291984
1990 雲仙岳噴火 : 44
北海道南西沖地震 (M7.8) : 2301993
1993
2000 有珠山噴火 : —
台風第 23 号 : 982004
平成 18 年豪雪 : 1522005
雪害 : 2311963
台風第 20 号 : 115
新潟県中越沖地震 (M6.8) :152007
1943 鳥取地震 (M7.2) : 1,083
雪害 : 1312010
平成５年８月豪雨 : 79
台風第 6, 7, 9 号及び 7 月豪雨 : 4471972
大雨 : 1,0131953





→ 1995 • 地震防災対策特別措置法
              • 建築物の耐震改修の促進に関する法律
              • 災害対策基本法一部改正
              • 大規模地震対策特別措置法一部改正
→ 1996 • 特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための
             特別措置に関する法律
→ 1997 • 密集市街地における防災街区の整備の推進に関する法律
→ 1998 • 被災者生活再建支援法
→ 2005 • 建築物の耐震改修の促進に関する法律一部改正
            • 水防法一部改正
            • 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進
             に関する法律一部改正
1964 新潟地震 (M7.5) : 26
→ 1966 • 地震保険に関する法律
1978 宮城県沖地震 (M7.4) : 28
→ 1981 • 建築基準法一部改正
1995 阪神・淡路大震災 (M7.3) : 6,437 
2004 新潟県中越地震 (M6.8) : 67
1888
明治三陸地震津波 (M7.1) : 21,9591896
関東大地震 (M7.9) : 約 105,0001923
十勝岳噴火 : 1441926
昭和三陸地震津波 (M8.3) : 3,0641933
三河地震 (M6.8) : 2,3061945
カスリーン台風 : 1,9301947
1948




東南海地震 (M7.9) : 1,2231944
十勝沖地震 (M7.9) : 521968
伊豆半島沖地震 (M6.9) : 301974
伊豆大島近海地震 (M7.0) : 251978




地震 ( 震源地記載 ), 津波
火山噴火
台風 ( 上陸地記載 ), 洪水
雪害 ( 最深積雪地記載 )
岩手・宮城内陸地震  (M7.2) : 232008
→ 1960 • 治山治水緊急措置法
→ 1961 • 災害対策基本法
→ 1962 • 激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する
             法律
チリ地震津波 (M9.5) : 1421960
災害 ( マグニチュード ) : 死者 • 行方不明者数年
磐梯山噴火 : 461
アイオン台風 : 838
Deaths and Missing Persons by Disasters (1945 - 2010)自然災害による死者 • 行方不明者数の推移
( 出典：ウィキメディア • コモンズ )
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足利市 0              12
栃木市 0              1
佐野市 0              3
鹿沼市 0              9
日光市 1              7
小山市 0              1
真岡市 0            130
大田原市 0            126
矢板市 0            141
那須塩原市 0             50
さくら市 0             27
那須烏山市 2            201
下野市 0             13
益子町 0             169
茂木町 0             12
市貝町 0             85
芳賀町 1            149
壬生町 0              5
高根沢町 0            723
那須町 0            183
那珂川町 0            74
栃木県
水戸市 7          2,067
日立市 13         3,797
土浦市 0            279
古河市 1             25
石岡市 0            201
結城市 1             33
龍ケ崎市 1             81
下妻市 1            363
常総市 1            70
常陸太田市 3           1,338
高萩市 1          1,175
北茨城市 11        1,513
笠間市 1            158
取手市 0            319
牛久市 1            107
つくば市 3            274
ひたちなか市 3           887
鹿島市 2           3,861
潮来市 1           2,821
守谷市 0            12
常陸大宮市 0            93
那珂市 3            327
筑西市 0            164
坂東市 0             29
稲敷市 0            615
かすみがうら市 0             26
桜川市 1            647
神栖市 0           1,949
行方市 2            958
鉾田市 1            829
つくばみらい市 0             66
小美玉市 0            132
茨城町 0            604
大洗町 1            317  
城里町 0            220
東海村 6           186
大子町 0              2
美浦村 0             21
阿見町 1             26
河内町 0            75 
利根町 0            121
千葉市 0            658
銚子市 0            162
市川市 0             49
船橋市 1            459
松戸市 0            140
野田市 1             7
茂原市 0              1 
成田市 0             68 
佐倉市 0            238 
東金市 0             19
旭市 15         1,165
習志野市 1            722
柏市 1             17 
市原市 0              1
八千代市 1             30
我孫子市 0            233
鎌ヶ谷市 0              9
浦安市 0           3,659
四街道市 0              1
袖ケ浦市 0              1
印西市 0             85
富里市 0             18 
匝瑳市 0             27 
香取市 0           2,309 
山武市 1            481
いすみ市 0              1 
大網白里市 0              1
酒々井町 0              2 
栄町 0            119 
神崎町 0             97 
多古町 0             8
東庄町 1             13
九十九里町 0              71
芝山町 0              3 
横芝光町 0             14 
白子町 1              1 
千代田区 2              4
港区 0             23
文京区 0              3
台東区 0             20
墨田区 0             15
江東区 2             23
大田区 0              2
世田谷区 0              6
杉並区 0              23
北区 0             27
荒川区 0              8板橋区 0             15
足立区 0             20
葛飾区 0             13
江戸川区 0             10
町田市 2              0
多摩区 1              0
さいたま市 1             45
熊谷市 0              3
川口市 0              4
加須市 0             39
春日部市 0              4
羽生市 0              4
鴻巣市 0              1
上尾市 0              2
朝霞市 0              3
久喜市 0            114
吉川市 0              1
宮代町 0              2
杉戸町 0              1
山形市 1              5
長井市 1              0
尾花沢市 1              1
南陽市 0              1
山辺町 0              2
中山町 0              4
川西町 0              1
高崎市 0              2
桐生市 0              2
館林市 1              0
渋川市 0              1
大泉町 0              2
横浜市 2            29
川崎市 1              0
藤沢市 1              0



























函館市 1              0
えりも町 0              1
様似町 0             3
三沢市 2              41
おいらせ町 0              69
八戸市 2             878
階上町 0             21
洋野市 0              26
久慈市 6             278
野田村 39           479
普代村 1              0
田野畑村 32            270
岩泉町 10            200
宮古市 550        4,005
山田町 807        3,167
大槌町 1,282        3,717
釡石市 1,130        3,655
大船渡市 488        3,934
陸前高田市 1,811      3,341
一関市 13           789
遠野市 4              4
北上市 2           503
奥州市 1           465
花巻市 0            65
矢巾町 1            0
雫石町 1            0
滝沢村 1            15
一戸町 0             3
二戸市 0             2
盛岡市 6            10
福島市 10         4,185
会津若松市 4             91
郡山市 1          24,062
いわき市 448       40,437
白河市 12         2,058
須賀川市 11         4,752
相馬市 477        1,819
二本松市 0             469
田村市 1             215
南相馬市 1,037       8,088
国見町 1            756
本宮市 0             236
桑折町 0             242
伊達市 1            240
川俣町 0             58
大玉村 1            12
鏡石町 2            940
天栄村 0             211
猪苗代町 0             81
会津坂下町 0              9
湯川村 0               3
会津美里町 0              2
西郷村 3            390
泉崎村 0             298
中島村 0             32
矢吹町 0           1,881
棚倉町 0              25
矢祭町 0             63
鮫川村 0               7
石川町 1             33
玉川村 0             47
平田村 0             16
浅川町 0             1
古殿町 0             27
三春町 1             226
小野町 0             49
広野町 35       　  －      
楢葉町 87 　　　－          
富岡町 170　　　－
川内村 49         402
大熊町 92            －  
双葉町 111          102    
浪江町 431           614 
葛尾村 17             1
新地町 105           577  
飯舘村   40             0        
気仙沼市 1,442     11,053
南三陸町 837        3,320
石巻市 3,946     33,378
女川町 870        3,271
東松島市 1,152     11,066
松島町 7          2,005
仙台市 934     139,481
塩竈市 48          3,843
七ヶ浜町 77          1,323
多賀城市 217          5,476
名取市 989        3,930
岩沼市 187        2,342
亘理町 275        3,539
山元町 716        3,302
丸森町 0             39
白石市 1             606
角田市 0            171
七ヶ宿町 0              9
大河原町 2             156
蔵王町 0             171
柴田町 5             202
村田町 0             124
川崎町 0             14
富谷町 0             553
大和町 1             310
大衡村 0             19
色麻町 0             15
加美町 0             43
大崎市 6           3,030
栗原市 1             430
大郷町 1             324
美里町 1             756
涌谷町 3             878
利府町 3           956














































   38° 6'12'' N, 142°51'36'' E
   マグニチュード 9.0
   震源の深さ : 24km
 2011-03-11 14:46
 (2011-03-11 05:46 UTC)
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　東日本大震災による死者・行方









































• 全壊 • 半壊棟数、死者 • 行方不明者数：
「平成 23 年 (2011 年 ) 東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）について」 
（平成 25 年 3 月 11 日、消防庁災害対策本部）
• 避難者数：
「各都道府県から報告された避難者数」（平成 25 年 8 月 12 日、復興庁）
• 仮設住宅戸数：
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HFAを通じて 2011 年東日本大震災から見えてきたこと






















































　2011 年 3 月 11 日の東日本大震災で、東北地方等が甚大な
被害を被ったことを受け、復興のための機関が新たに設立
されることになった。2011 年 6 月に設置された東日本大震


























































● 津波対策に関する 2 本の新法の制定（2011 年 6 月・12 月）
● 都市再生特別措置法の一部改正（2012 年 4 月）
● 災害対策基本法の一部改正（2012 年 6 月・2013 年 6 月）
● 大規模災害からの復興に関する法律の制定（2013 年 6 月）
● 首都直下地震対策特別措置法の制定（2013 年 11 月）
● 南海トラフ地震対策に関する既存法律の抜本改正
（2013 年 6 月）
● 防災、減災のための国土強靭化に関する新法の制定
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図 1.2　平成 23 年 3 月 14 日に相双保健所で実施された 20 km 圏内
からの避難者の体表面汚染検査









































避難は困難を極め、同年 3 月末日までに少なくとも 60 人が
避難に際して死亡した 2。
【推奨すべき事例】
　福島原発から 20 km 圏内に 7 つの病院があり、事故が発
生した時点で約 850 人の患者がそれらの病院に入院してい
た。取り残された病院患者のうち 400 人は重症であった。
双葉病院はそれらの病院のうちの一つで、原発から 5 km 圏
内に位置していた。双葉病院では 3 月 12 日に軽症患者の避
難を実施した。重症患者は避難できずに病院に取り残され






















5 関西広域連合「関西広域連合の 2011 年東日本大震災への対応」

















の 8% から 2010 年の 3.5％へというように、東日本大震災
前には減少しており、2010 年度当初には防災関係予算とし





ている。2013 年 7 月時点で、直接的な被害を埋め合わせる
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図 1.4　石巻市復興まちづくり検討会議及び地区レベルの大学教員の役割
























































6 消防庁（2009 年）『平成 21 年版　消防白書』、「第 4 章　自主的な防災活動と災害に強い地域づくり」
出典：http://www.fdma.go.jp/html/hakusho/h21/h21/index2.html#dai4（2013 年 9 月 29 日検索）。
7 消防庁（2013 年）『日本大震災における自主防災組織の活動事例集』
出典：http://www.fdma.go.jp/html/life/jireisyu/jireisyu_all.pdf（2013 年 9 月 29 日検索）。
8 白橋賢太朗（2011）「震災の教訓を BCP にどう生かすか－『東日本大震災を受けた企業の事業継続に係る意識調査』結果をもとに－」
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図 1.5　学校校庭のボランティア・キャンプ
　　　 （東日本大震災から 6 ヶ月後）
9  消防庁（2007）「地方公共団体間の相互応援の強化について」
出典：http://www.fdma.go.jp/neuter/about/shingi_kento/h24/tikoutai/01/shiryo_02.pdf（2013 年 8 月 28 日検索）
10 国立教育政策研究所（2012）「東日本大震災後の復興に関わる NPO 活動やボランティア活動等の現場と課題」
出典：http://www.nier.go.jp/jissen/chosa/rejime/2011/02_npo_vol/05_chapter3.pdf（2013 年 9 月 28 日検索）
11 福本弘 , 2013. 災害時における自治体による被地支援のあり方ついて 市区町村間災害時相互援助協定締結の有効性検証から



















































































































































から房総沖の日本海溝沿いのマグニチュード（M）7 − 8 の
地震が考慮されていた。特に、過去 200-300 年間の地震活
動から、宮城県沖では平均 37 年間隔で M7.4-8.0 の地震が発



















3 つの地震観測ネットワーク（Hi-net、 F-net、 K-net）を構築
し、国土地理院は準即時的に地殻変動を観測するために日
本全土に 1240 点の電子基準点を設置した。さらに、宇宙航








































































































図 2.1　a) 海溝型地震の今後 30 年の発生確率（地震調査研究推進本部、2010）　b) 今後 50 年間２％以上の確率で揺れる場合の
震度分布と 2011 年東北地方太平洋沖地震での実際の観測震度との比較
図 2.2　東北地方太平洋沖地震で観測された震度分布 ( 左 ) と緊急地震速報によって即時推定された震度分布 ( 右 )（山田、2011）
25
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1  Fukutani, Yo., Suppasri, A., Abe, Y. and Imamura, F. (2014). Stochastic analysis and uncertainty assessment of tsunami wave height using a random slip source parameter model, Stochastic Environmental 









































































(a) 浸水深、 (b) 最大氾濫流速と建物流失率の関係
図 2.6　建物被害調査に基づく 2011 年東日本大震災の津波
被害関数。(a) 建物構造毎、(b) 階数毎の建物流失率
と浸水深との関係 4
2  Koshimura, S., Y. Namegaya, and H. Yanagisawa, Tsunami Fragility – A New Measure to Identify Tsunami Damage –, Journal of Disaster Research Vol.4 No.6, pp.479-488, 2009.
3  Koshimura, S., Oie, T., Yanagisawa, H., & Imamura, F. (2009) Developing Fragility Functions for Tsunami Damage Estimation using numerical model and post-tsunami data from Banda Aceh, Indonesia. 
Coastal Engineering Journal, Vol. 51, No. 3, 243–273.
4  Suppasri, A., Mas, E., Charvet, I., Gunasekera, R., Imai, K., Fukutani, Y., Abe, Y. and Imamura, F. (2013), Building damage characteristics based on surveyed data and fragility curves of the 2011 Great East 
Japan Tsunami, Natural Hazards, 66 (2), 319-341.
5  Koshimura, S., S. Hayashi and H. Gokon, Lessons from the 2011 Tohoku Earthquake Tsunami Disaster, Journal of Disaster Research Vol.8 No.4, pp.549-560, 2013.
6  Suppasri, A., Muhari, A., Futami, T., Imamura, F. and Shuto, N. (2013) Loss functions of small marine vessels based on surveyed data and numerical simulation of the 2011 Great East Japan Tsunami,






























































推計を行う際には、 津波計算の条件 ( 空間分解能や陸上遡上
解析時の抵抗則等 ) も付記し、 どのような条件で得られた推
計結果かを明記する必要がある。
27




































































7  Masato Motosaka and Makoto Homma, Earthquake Early Warning System Application for School Disaster Prevention, Journal of Disaster Research Vol.4 No.4, 229-236, 2009















































　この成功例に基づき、文部科学省は、2012 年度に 1,000 校、
























HFA IRIDeS Review Report　2011年  東日本大震災から見えてきたこと







図 2.10　荒砥沢地滑り地域　(GB-SAR 装置は左下 )
図 2.11　荒砥沢に設置した GB-SAR 装置























りモニタリングを提唱している。1 台の GB-SAR 装置により








である。図 2.11 に荒砥沢の GB-SAR 装置の設置状況を示す。
GB-SAR は 5 分ごとに新しいデータを取得し、インターネッ
ト回線を通じて東北大学に解析のために転送する。図 2.12




























































立防災科学技術センター」も、その一環として 1963 年 4 月
に設立された 3。
　阪神・淡路大震災記念 人と防災未来センターの設立経緯
は、上記 3 件とは大きく異なる。1995 年 1 月の阪神・淡路
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17 文部科学省：平成 24 年版科学技術白書，http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/hpaa201201/1310970.htm. 33































































　2011 年 3 月 11 日に発生した津波により、家庭や幼稚園、








19  Yasuda, M., Imamura, F. and Suppasri, A. (2014) Practical education program for improving response capability to survive from tsunami, in: Proceeding of the Tohoku research group for natural disaster 
science, Akita University, 7-8 January 2013 (in Japanese).
20  Sendai Television Incorporated (2014) Gensai Pocket YUI: http://www.ox-tv.co.jp/topics/yui_pocket/ 
21  Aiko SAKURAI, Takeshi SATO, Yoshiyuki MURAYAMA, Eriko TOKUYAMA, “Development of a School-Based Disaster Education Program: A Case of a “Reconstruction Map Making” Program in 
Ishinomaki-City”. Proceedings at the 9th APRU Research Symposium on Multi-Hazards on the Pacific Rim at National Taiwan University, 2013. 
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（出典 : 石巻市立鹿妻小学校）





12 のエリアに分割し、12 のグループに分かれた 4 年生の子
ども達が、まち歩きや地域の人々へのインタビューを通じ
て集めた復興の情報を記録し、マップとしてまとめ、3 年生
や 5 年生、そして地域の人々へ発表する。図 3.4 は 2013 年
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HFA Priority for Action 4: 潜在的なリスク要素を軽減する

























　2011 年 3 月 11 日に発生した津波により、本郷地区の沿岸
部に立地していた住宅はほとんど流失してしまった。一方
で、1933 年津波後の施策により高台に移転した集落はほと























1 村尾修，礒山星：岩手県沿岸部津波常襲地域における住宅立地の変遷 −明治および昭和の三陸大津波被災地を対象として−，日本建築学会計画系論文集，Vol.77, No.671，57-65，2012.1
2 国土地理院：平成 23 年 (2011 年 ) 東北地方太平洋沖地震による被災地の空中写真，空中写真標定図，http://saigai.gsi.go.jp/h23taiheiyo-ok/photo/photo_dj/index.html.
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れ、30 世帯から 40 世帯が入居可能な高台移転地が周囲 4 ヶ所
に計画された。これら移転地に関する住民の意向調査では、
被災を免れた東側の既存住居地域からは距離のある浜の西









　東北大学災害科学国際研究所 4 と Y-GSA 小嶋一浩スタジ
































図 4.5　1995 年阪神・淡路大震災と 2011 年東日本大震災による
年齢別死者・行方不明者数の比較 7
7 The Cabinet Office (2011). http://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/h23/bousai2011/html/honbun/2b_sanko_siryo_06.htm.
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9  内閣府「事業ガイドライン第 3 版」2013
10  出典：注 1 と同じ










示した計画」 である 9。組織が BCP を持つことの重要性は、






















26.6%、「取引先（納入元）」が 25.6%、「断水」が 25.4% で
あった。
　また、東日本大震災後 8 ヶ月の 2011 年 11 月の段階で、
大企業では 45.8% が BCP を策定済みで、2009 年より 19.8














　第 1 に、東日本大震災の被災地で BCP を持つ企業は少な









































　経済産業省は、6 月 14 日～ 7 月 1 日、2 度目の調査を実
施した。対象は、主要企業は 123 社（製造業 65 社、小売・







「代替調達先がない」と答えた企業の割合は、4 月の第 1 回






















5) 取引先を含めたサプライチェーン全体での BCP の再構築。
43
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図 4.10　2003 年から 2015 年までの住宅耐震化の進捗状況 12
11 村尾修，山崎文雄：自治体の被害調査結果に基づく兵庫県南部地震の建物被害関数，日本建築学会構造系論文集， No. 527，189-196，2000.1
















うした機運の結果、2005 年時点では 75% であった建物耐震







































13 Tsukuda. H, Onoda, Y., The situation of housing reconstruction from the disaster, Conference of UN. Habitat and IRIDeS,March 14th 2014, Sendai, Japan.
14 小野田泰明 ( 建築計画、都市計画、東北大学 )，宮城豊彦 ( 防災科学、東北学院大学 )、宮城俊作（ランドスケープ、奈良女子大）
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図 4.15　復興パターンの分類 17
17  国土交通省（2012），津波被災市街地復興手法検討調査 , http://www.mlit.go.jp/common/000209868.pdf (revised for this material by the author)













































































2011 年 6 月 26 日、津波対策の指針の中間報告を次のように




する。2) レベル 1 の津波に対しては、防災施設を整備して、
人命保護、住民財産の保護、地域の経済活動の安定化を図る。















































































全が図られていた ( 図 4.16）。
18 中央防災会議：東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門員会報告 , 2011 年 9 月 28 日．
19 国土交通省水管理・国土保全局：海岸における津波対策検討委員会：海岸堤防の復旧に関する基本的考え方 , 2011 年 11 月 16 日
20 田島芳光満・舟竹祥太郎・佐藤慎司：越流を伴う巨大津波に対する海岸堤防の減災機能の検証、土木学会論文集 B2( 海岸工学 ), Vol. 69, No.1, pp23-33, 2013.
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図 4.16　津波前の山元海岸　( 国土交通省、2010 年 3 月撮影 )
図 4.17　津波後の山元海岸　( 共同通信、2011 年 3 月 19 日撮影 )
　2011 年津波により、海岸堤防は高密度に破堤し、背後には、
陸域が大きく削られる津波湾、また海岸堤防の背後に沿っ
て削られる津波水路が形成された ( 図 4.17）。
　一方、宮城県三陸海岸では、2011 年津波前に高さ 2m ～
5m 程度の津波対策の海岸堤防（防潮堤）が設置されていた。





















　2011 年 7 月 4 日海岸 4 省庁から、県に対して設計津波の
水位設定方法についての通知があり、県は施設で守るべき


























図 4.18　復興まちづくりのための事業制度一覧 ( イメージ図 )21
21 国土交通省 (2013), http://www.mlit.go.jp/report/fukkou-index.html
東日本大震災後の包括的な津波復興28
































た課題」は、たとえばトピック 19 やトピック 21 などに記
載されているため、ここでは省略する。
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　しかしながら、2011 年 3 月に発生した東北地方太平洋沖
地震（東日本大震災）では上記制度では対応しきれないこ
とが明らかになった。



























































































本 DMAT 事務局である。基幹災害拠点病院が全国に 55 病























院は DMAT 事務局の指令下にただちに数多くの DMAT を派

























● 空港に設置された SCU では、活動を支援するための十分
な資機材や乗り物などが整備されていなかった。 
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　内閣府は、「事業継続ガイドライン」の第 1 版を 2005 年
に公表した 1。このガイドラインは公的組織と企業の双方に






























2014 年 3 月には、「政府業務継続計画」が中央防災会議で決
定・公表されたが、この計画は、首都直下地震対策特別措



















から約 50km 南に位置する。人口は約 33 万人であり、東北
地方太平洋沖地震によって発生した津波で沿岸部は津波の
被害を受け、約 300 名が亡くなっている。ここで取り上げ
る沿岸地域の人口は約 5,000 人、規模は A と C が同程度、
































　B ：△  区としての直後の対応が困難であった。
　C ： ◎ 区役員で役割分担（食料、通信、衛生、情報収集など）
を行い、組織的に対応した。








































































（2011 年 4 月 8 日）
図 5.5　市民ボランティアによる被災古文書の応急処置
（2013 年 7 月　宮城県仙台市）






























































　1923 年に 10 万 5 千人の犠牲者を出した関東大震災が発生
した 9 月 1 日は毎年「防災の日」として災害対応訓練が行









6000 名以上の DMAT 隊員が教育・訓練を受けていた。国立
災害医療センターが DMAT 事務局であり、DMAT の活動に
必要な①計画と指揮、②記録、③調整、④調査研究、⑤戦
略と指揮命令系統、⑥資源管理の機能を有している。日本
DMAT チームは、医師 1 － 2 名、看護師 1 － 2 名、薬剤師 1 名、
ロジ係 1 名（合計 4 － 5 名）が、自立した装備・薬剤、食料、
乗物により、被災地に 48 時間以内に到着することを標準と







　DMAT 標準テキストが設立以来 10 年間の教育訓練プログ



























　3 月 11 日から 22 日まで 383 チーム、1800 名の DMAT が
派遣され、医療救護、災害対策本部での保健医療の調整、
重症患者に対する SCU と広域搬送の調整などを行った。



































Source: Iuchi, K., Johnson, A., and Olshansky, R (2013)7 から加筆・修正
図 5.6 東日本大震災後の災害復興対策部署の変遷





































復興交付金制度：2012 年 3 月から 2013 年 3 月までの間に、
1 兆 9,369 億円（国費 1 兆 5,703 億円）が 7 県 94 市町村に交
付された。この交付金は、従前のもの比べて極めて柔軟に
使用できるものである。






















































れ、災害拠点病院は全国に 603 施設、DMAT は 1000 チーム、
約 6000 名が養成された。
【災害発生直後】
　2011 年 3 月 11 日の東日本大震災により、沿岸部を中心に










































































































































































HFA Core Indicator 1.1:
災害リスク軽減に向けた国の政策と法的枠組を有し、
責任と立場が社会の全セクターに分散されている。












HFA Core Indicator 2.1: 
ハザードのデータと脆弱性関連情報に基づく国の政策と
各地のリスク評価 ( 重要なセクターを含む ) が有効に
活用できる。




























































































































































HFA Core Indicator 4.3:
経済活動の脆弱性を減ずるための財政および生産に関する
政策と計画が、各分野で実行されている。
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